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｢ホッブス的世界｣ の中のアメリカ
ロバート・ケーガン“OF PARADISE AND POWER”
邦題 『ネオコンの論理』 を読む
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ま え が き
１. ケーガンのヨーロッパ批判論旨
２. いわゆる ｢戦略文化｣ を担うアメリカの国家体制
３. アメリカ合衆国につきまとう ｢宿命｣
まえがき
今では旧聞に属することであるが, 第１次ブッシュ Jr.政権時代には,
いわゆる ｢ネオコン｣ の同政権への影響についてさまざまな論評が加えら
れた｡ そうしたなかで, ｢ネオコン｣ を論ずるに際して多くの論者が必ず
言及した論文こそ, ロバート･ケーガン Robert Kaganの Of Paradise and
Power (Alfred A Knopf, 2003) 邦訳 『ネオコンの論理』 (光文社 2003年刊)
である｡
[本書の原題 “Of Paradise and Power, America and Europe in the New
World Order” を 『ネオコンの論理』 という題名で翻訳出版するのは,
時の話題に合わせて売らなければならない出版社にとっては当然であり,
また本書のある一面を端的に表現するためにもやむをえないことは認め
るべきであろう｡ しかし本書は, 現在のアメリカにおける“政治思想を
同じくする一団”たる ｢ネオコン｣ の思想表明に止まる書ではない｡ そ
の内容は, 後述であきらかなように, 一思想流派のものというより, 西
欧の現状に真っ向から切り結ぶアメリカからの挑戦的議論であり, 原題
の Of Paradise and Powerには, 深い暗喩が込められている｡ 本稿の目
的もまた ｢ネオコン論｣ ではなく, 著者ケーガンの提起する現代ヨーロ
ッパとアメリカの対決という論点にたいしてコメントするものであるか
ら, 本論稿のすべての段階において, つねに原題を念頭においた議論で
あることを最初に強調しておきたい｡ なお, 本書の引用はすべて邦訳か
らおこなっており, 引用文末尾の数字は, 引用ページを示すものである］
解説を担当した評論家福田和也氏によれば, 本書の原型をなすケーガン
の論文 『力と弱さ』 が2002年スタンフォード大学のシンクタンク機関誌
｢ポリシー・レヴュー｣ に掲載されるや, 批判の対象とされたヨーロッパ
の外交関係者の間に大きな衝撃を与え, 当時のプローディ欧州委員会委員
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長は, ＥＵの全官僚に必読文献として回覧を命じたという｡ そして, ケー
ガンが 『力と弱さ』 を増補して2003年本書 『ネオコンの論理』 (原題 『力
と楽園について』) を出版するや, 全米のみならず世界各地でベストセラ
ーとなった｡ (もっとも, 日本ではベストセラーとはならず一部の話題に
とどまったにすぎない｡) このような話題性に富む書物ではあったが, そ
の後これにたいする本格的な論評はほとんど目にすることがなかったのは
意外といえば意外である｡ この事実には改めて考えさせられるものがあり,
そこにはそれなりの理由がなければならない｡ おもうにそれは, この書に
おいて著者ケーガンの論ずるところのほとんどについて, 誰も特別な反論
や批判を加える内容は述べられておらず, それぞれが至極当然の議論であ
るという事実である｡ これはもちろん, 私を含め読者のすべてがケーガン
の主張や思想に同調するというものではない｡ しかし彼の説く内容が, ア
メリカの建国以来その底流に流れる本質的な政治潮流の極めて率直な表明
であり, 学問的・思想的表現の ｢定型的美辞麗句｣ を剥ぎ取った“本音”
が語られていることに首肯させられるというのが実際のところであろう｡
この感想は, すべての読者におしなべて共通する読後感といえるのではな
いだろうか｡ とくに直接批判の対象とされたヨーロッパからでさえ, その
後とくに注目すべき本格的な反論が出ていないことからも, このことは推
測できるといえよう｡
本稿の目的は, したがってこの書に何故反論や批判が出なかったか, 何
故それは ｢当然の議論｣ なのかを考察するものであり, ケーガンの書にた
いする書評ではない｡ それよりも, この本の説くところから触発されたア
メリカの底流をなす政治思想の再考であり, 21世紀現代の非アメリカ的視
覚からみた ｢アメリカ論｣ である｡
１．ケーガンのヨーロッパ批判論旨
ケーガンは本書の ｢はじめに｣ 冒頭から, 以下のような挑戦的議論を展
開する｡ 21世紀の現代において, ヨーロッパはもはやアメリカと同じ世界
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観を共有していない｡ それはとくに軍事力の有効性, 道義性, 妥当性につ
いての見方に顕著である｡ ヨーロッパは, 軍事力ではなく, 法律・規則・
国際交渉や協力などを重視し, 歴史の終わりの後に訪れるカント的平和と
繁栄の楽園の理想実現に向かっている｡ これにたいしてアメリカは, ｢歴
史が終わらない世界で苦闘しており, 17世紀の哲学者, トマス・ホッブス
が 『リヴァイアサン』 で論じた万人の万人に対する戦いの世界, 国際法や
国際規則があてにならず, 安全を保障し, 自由な秩序を守り拡大するには
いまだに軍事力の維持と行使が不可欠な世界で力を行使している｣ (p. 7
～9)｡ このわずか数行の文章に対して, だれしも一瞬唖然とした思いに
かられるであろう｡“ホッブス的世界＝万人の万人に対する戦いの世界”
すなわち ｢自然状態｣ とは, ヨーロッパ人のみならず, ヨーロッパ政治思
想とその政治原理を受け入れた日本を含む先進諸国では, 国内・国際社会
においてともに ｢克服｣ されるべきものであり, とくに近代主権国家成立
以後諸国家・諸国民の平和と共存を目指すことが国際社会の不変の目標と
されてきたことは自明の前提である｡ すくなくとも, ｢自然状態｣ を所与
のものとして現代国際政治を論ずることは, まったく17世紀の ｢ヴェスト
ファリア体制｣ 以前の世界を生きるものの議論である｡ 近代国際法の父グ
ロティウスは, かの 『戦争と平和の法』 (1625年) において, 国際社会は
｢自然状態｣ として見られるものではなく, 国際社会のなかにおける主権
国家群は一定の外在的な制約を受けるものであるがゆえに完全な行動の自
由をもつものではなく, 国家間の合意と契約によって国際秩序を築くこと
が必要であるという構想を示していたことは, ハイスクールレヴェルの知
識である｡ それにもかかわらず, ケーガンはあえてその後の多様な国際政
治理論, すなわちカント的平和論もリアリズム論とアイデアリズム論も世
界システム論も国際レジーム論も, そして最新のグローバル・ガバナンス
論も, その他すべての理論構築の試みを振り捨てて, 一気に原初の ｢自然
状態｣ という国際社会認識にまで立ち返ってしまった｡
アメリカとヨーロッパの間にある, 国際社会の解釈をめぐるこのような
相違が生まれる理由をあえて忖度すれば, アメリカが近代社会の草創期を
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今も脱していないからではないかという ｢仮説｣ に至る｡ 西欧に出現した
近代社会は, かならずその草創期においては, ｢暴力的｣ 発展の経緯を持
つ｡ この過程を, 主要な西欧諸国（非西欧国家では, 日本がその典型例で
ある) は必ず通過した｡ この ｢暴力性｣ は, それを通過した諸国において
は, 国外に対する ｢侵略＝植民地獲得｣ におもむくばかりではなく, その
国内においても剥き出しの力の支配として発露した｡ この事態は実に17世
紀から20世紀の第２次世界大戦直後までの長きにわたって続いた後, つい
に西欧諸国（や日本) は, その ｢暴力性｣ を希薄にした｡ すなわち, 近代
社会そのものの ｢成熟｣ をみたのである｡ 近代社会は, 歴史的に無数の外
的・内的要因により, 国民的エートスも思想や政治・国家機構なども,
｢変動・変質・腐敗｣ あるいは ｢成熟｣ をとげることにより, 初期の発展
に伴う激しいダイナミズムを減殺するのである｡ これは, 近代社会を成立
せしめた, 基本的な諸要素がそれぞれの国家・民族がもつ歴史的・風土的
性格に ｢侵食｣ され, ついにはその ｢歴史性｣ や ｢土着的性質｣ と妥協・
共存していくためである｡ またいわゆる国際間の外交・戦争・植民地支配
・経済的交流・人的文化的交流等々は, 相互に影響してこれまた, 初期の
｢純粋｣ な近代社会の要素を変質させる｡ もし, いわゆる ｢ポスト・モダ
ン｣ なる概念の意味を求めるなら, このような状況こそ相応しいものであ
ろう｡ 近代初期のヨーロッパが, いかに ｢暴力性｣ にみちたものであった
か, いかに戦争によってその ｢国家理性｣ を実現して来たか, この点をケ
ーガンは, ｢戦略文化｣ という独自の表現を用いて, 以下のように分析す
る｡ ｢ヨーロッパ人の多くとアメリカ人の一部には, 戦略文化の違いがそ
れぞれの国の性格から必然的に生まれたものだとする見方があるが, この
見方は間違っている｡ ヨーロッパ人は自分たちの戦略文化がアメリカより
平和的だと考えているが, この文化は歴史をみると, かなり新しい現象で
ある｡ ヨーロッパでは少なくとも第１次世界大戦まで数百年にわたって,
まったく違った戦略文化が一般的だったが, それが現在の文化へと変化し
てきた｡ ヨーロッパ各国の政府は, そして国民は, 熱狂のなかで第１次世
界大戦に突入するにあたって, 権力政治を信奉していた｡ ヨーロッパ人は
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強烈なナショナリストであった｡ ビスマルクのもとでのドイツのように,
自国の理想を実現するためには武力の行使をためらわず, 19世紀初めにナ
ポレオンが試みたように, 武力によって平等と友愛を広めようとし, イギ
リスが17世紀, 18世紀, 19世紀に推し進めたように, 大砲にものをいわせ
て自由な文明の恩恵を広めようとした｡ 1871年のドイツ統一によって成立
したヨーロッパの秩序は, 『それ以前の秩序がすべてそうであったように,
戦争によって作られた』 (M. ハワード)｡ ヨーロッパの現在の世界観はそ
の根源を啓蒙主義にまで溯ることができ, 欧州連合（ＥＵ) も啓蒙主義を
受け継いだものだが, ３百年にわたって, ヨーロッパの列強が繰り広げて
きた権力政治は, 啓蒙主義者や重農主義者が掲げた理想にしたがったもの
ではない｣ (pp. 12～13)｡
しかし, アメリカはそうではない｡ アメリカにおいては, すべてが逆で
ある｡ ケーガンはいう｡ アメリカは, ｢国際紛争を解決する手段として軍
事力に大きく依存する現在の姿勢にも, 単独行動主義に傾き, 国際法を軽
視する姿勢にも, 時代を越えた性格という側面はまったくない｡ アメリカ
もやはり啓蒙主義の影響を強く受けており, 独立後の時期には, 啓蒙思想
を忠実に受け継いでいた｡ ……この時期のアメリカの外交政策は, 実際の
行動に一貫性があったかどうかはともかく, 主張の面で, 啓蒙主義の原則
を色濃く反映していた｡ 18世紀後半のアメリカの政治家たちは, 現在のヨ
ーロッパの政治家に似て, 国際紛争を和らげる手段として通商の利点を高
く評価し, 武力よりも国際法と国際世論で問題を解決しようとした｡ 建国
間もない時期のアメリカは, 北米大陸内の弱い民族に対しては力を行使し
たが, ヨーロッパの列強との関係では武力を放棄するよう主張し, 18世紀,
19世紀にヨーロッパの帝国が取り組んだ権力政治を, 野蛮な時代への逆戻
りだと非難した｣ (pp. 13～14)｡ こうした事実は, アメリカの建国の父た
ちが現実離れした理想主義者で, 権力政治を嫌悪し, 国際社会における武
力の行使の重要性を理解していない人々という誤解も生んだが, 実際には
彼らはそれを充分理解し, また能力も備えていた｡ 彼らがそれを行使しな
かったのは, その時代のアメリカがひとえに ｢弱者｣ であったからにすぎ
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ない｡ ｢18世紀から19世紀初めにかけては, 国際法による制約を歓迎しえ
なかったのは, ヨーロッパ列強の側であった｣ (p. 16)｡ それから２世紀
後アメリカとヨーロッパの立場は逆転し, それとともに国際社会の見方も
逆になった｡ その理由は, この２百年間に, とりわけこの数十年間にアメ
リカとヨーロッパの力関係が劇的に変化したからである｡ ｢アメリカは弱
い国だったとき, 間接的な方法で目的を達成する戦略, 弱者の戦略を採用
していた｡ いまではアメリカは強力になり, 強国の流儀で行動している｡
ヨーロッパの大国は強力だったとき, 政治力と軍事力の栄光を信じていた｡
いまでは, ヨーロッパは弱いものの立場から世界をみている｣ (p. 16)｡
このような立場の変化が, 両者の戦略観を変え, 脅威にたいする手段や評
価が変わり, 国際法や国際機関の存在理由や価値観が変わったのである｡
(イラク戦争開始前のアメリカと独仏の論争を想起｡) しかし力の格差によ
る逆転だけでは, 現在のヨーロッパとアメリカの間の溝を説明するには不
充分である｡ そこには ｢イデオロギー面でも大きな溝ができているからだ｡
ヨーロッパは過去１世紀の歴史, ＥＵの誕生に結実した歴史を背景に, 軍
事力の効用と道義性に関して独自の理想と原則を作り上げてきており, こ
の歴史を共有していないアメリカとは見方が違ってきている｡ アメリカと
ヨーロッパの間で戦略文化の溝がかつてないほど大きくなり, さらに懸念
すべきペースで拡大しているとするなら, それは物質的な力の違いとイデ
オロギーの違いの複合作用があるからだ｡ この複合作用によって欧米が分
裂する流れは, 逆転が不可能かもしれない｣ (pp. 16～17)｡
なぜこのような逆転が起きたのか｡ それは誰もが想起するように, ケー
ガンも第１次世界大戦にその原因を求める｡ 史上空前の破壊を招いたこの
大戦は, 進歩と繁栄の頂点に上り詰めていたヨーロッパ世界に, 回復不可
能なほどの深い傷痕を残した｡ とりわけ, この戦争がもたらしたヨーロッ
パの進歩と繁栄そして平和への懐疑ほど, ヨーロッパ人の自信と誇りを傷
つけたものはない｡ ｢なによりも重要な点は, この戦争によってイギリス
とフランスで戦う意志と精神が破壊されたことだ｣ (p. 19)｡ 1920年代か
ら30年代の後半まで, ヨーロッパとくに大戦後の平和のための抑止力を担
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う責任国である英仏では, 戦争への強い嫌悪感から軍縮と平和主義が主要
潮流となった｡ ｢大戦間の時代は, ヨーロッパが権力政治を越えて, 弱さ
から理想を生み出そうと試みた第一の時期である｣ (p. 20)｡ 戦勝国とい
えども大戦後は, ｢集団安全保障体制｣ とそれを実現する国際機関 (国際
連盟) に平和維持を委ねるというウィルソン構想を受け入れざるをえなか
った｡ アメリカでもまた平和主義が横溢していた｡ さらにウィルソンの提
唱した国際連盟は, アメリカの孤立主義により議会によって批准を拒否さ
れたことで, 1930年代前半にドイツでヒトラーが台頭しヨーロッパで唯一
軍拡に走ると, 英仏は集団安全保障による軍事力抑止政策を放棄し ｢宥和
政策｣ がとられるようになった｡ これにはもちろん平和主義だけではなく,
1929年の大恐慌勃発が大きな要因となったことはいうまでもない｡ しかし
もちろん宥和政策は, ヨーロッパと世界に壊滅的な災厄をもたらした｡
｢宥和政策の洗練された主張は, ……ヒトラーを対象に1930年代のドイツ
に適用したのは間違いであった｡ しかし, 宥和政策は実際には, 分析の結
果とられたものではない｡ 弱さの結果として生まれたものであった｣ (p.
24～25)｡ 第１次世界大戦が, ヨーロッパを大きく弱体化させたとすれば,
ヨーロッパの外交戦略と安全保障政策の失敗によって起こった第２次世界
大戦は, ヨーロッパ諸国をグローバル・パワーの地位から決定的に引き降
ろすこととなったのはいうまでもない｡ なによりも, ヨーロッパはこの大
戦後もはや自らの地域の安全保障さえも手に負えなくなり, アメリカにそ
の肩代わりを求めなければならなくなった｡ 冷戦の開始を告げるトルーマ
ン・ドクトリンは, ギリシャとトルコをソ連から防衛するようイギリスか
ら要請されて発せられたことは, 周知の事実である｡ 確かにイギリス・フ
ランス・オランダなどは, 戦後東南アジアや中東, アフリカの諸地域で植
民地再支配の試みを進めたが, 激しい独立運動に, 軍事的にも政治的にも
対処できず撤退してしまった｡ その空白地帯を西側世界に確保する役割は
これまたすべてアメリカに委ねられた｡ 冷戦の膠着状態から, ｢西｣ ヨー
ロッパが復活し団結しＥＵへの長い歩みを完成させたとき冷戦が終結した｡
ここで再びヨーロッパに軍事的安全保障への意志が確立されるかが問われ
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たのは, 1990年代のバルカン紛争 (とくに旧ユーゴの内戦) のときである｡
｢1992年のマーストリヒト条約によって, 政治的にも経済的にも統合する
という歴史的な偉業を達成する方向に動き出したことから, ヨーロッパが
新たな政治形態のもとで昔の栄光を取り戻すと期待した人が多い｡ 『ヨー
ロッパ』 が経済と政治の面だけでなく, 軍事面でも次の超大国になるとみ
られた｡ バルカン諸国の民族紛争など, ヨーロッパ大陸内の危機を処理し,
世界政治で一流の立場を取り戻すとされた｡ ……ヨーロッパが1990年代に
期待通りの成果をあげていれば, 世界はおそらく, 今の姿とは違ったもの
になっていたであろう｡ ……ヨーロッパが世界の安全保障の責任をある程
度分担するようになり, アメリカが自国の外交政策を策定するにあたって,
ヨーロッパ側の関心と理想をもっと重視するようになれば, どちらにとっ
ても好ましい結果になりうる｡ しかし新しいヨーロッパはこの期待にこた
えていない｡ ……冷戦が終わっても, 軍事力がなによりも重要な状況に変
化はなかった｡ そしてヨーロッパは, 経済力があれば戦略と地政学でも力
をえられるとはかぎらないことに気づかされた｣ (pp. 30～32)｡ このこと
が決定的に明らかになったのは, 1990年代の旧ユーゴ内戦時から90年代後
半のコソボ紛争に至る時期であった｡ ＥＵ諸国は, バルカンの民族・宗教
・国境をめぐる紛争を引き金にして, ヨーロッパ各地にわだかまる過去の
民族・国境紛争, 民族・宗教対立, が再燃することを恐れ, ＮＡＴＯ域外
にもかかわらず, 武力によって平和維持に向かうことを決断した｡ しかし,
いざＮＡＴＯ軍が武力介入を行おうとした時, ＥＵ主要国はアメリカに武
力行動のイニシアティヴをまかせなければならなかった｡ 確かにＮＡＴＯ
軍の指揮権は, アメリカがもっているが, 空陸の実戦部隊をＥＵ諸国軍が
担うことは, この場合当然である｡ それにもかかわらず, バルカン紛争を
なんとか軍事的に鎮めたのは, アメリカ空軍の爆撃による働きが中心であ
った｡ (本書第３章 pp. 63～69 に, この間のＥＵ側の軍事的能力不足と,
そのためアメリカ側がすべての軍事行動を担わなければならなかったこと
について, 痛烈な事実の指摘がある｡) ケーガンはいう｡ ｢1990年代前半の
バルカン紛争では, ヨーロッパの軍事能力の低さと政治的な足並みの乱れ
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があらわになった｡ 1990年代末のコソボ紛争では, 欧米間に軍事技術にも
現代戦の遂行能力にも大きな格差があり, この格差はさらに拡大していく
方向にあることが明らかになった｡ ……ヨーロッパの役割は平和維持活動
に限られており, その前にアメリカがほぼ単独で, 軍事任務のうち決定的
な部分を遂行し, 状況を安定させていなければならない｣ (pp. 32～33)｡
しかしアメリカの軍事力が世界最強であり, かつ軍事行動に積極的とはい
え, アメリカに弱点がないわけではない｡ アメリカの弱点は, 人的損害に
極めて神経質であることである｡ 英独仏政府のほうが, アメリカ大統領よ
り自国の軍隊を危険な地域に派遣することにためらいが少ない｡ ところが
このことがまた, アメリカの軍事力強化を進める一因となる｡ アメリカは
現代戦を遂行するために巨額の投資を行い, ハイテク技術を大規模に導入
して, いわゆる ｢軍事革命 (Revolution in Military Affairs＝ＲＭＡ)｣ を推
進している｡ ＥＵのみならず日本を含む同盟国を巻き込んで進められるＲ
ＭＡによる ｢変革 transformation｣ で, アメリカの軍事能力はこれらの同
盟諸国をはるかに引き離してしまった｡ いまや ｢ヨーロッパの軍事力は,
技術の発達が遅れており, もっと近距離で戦う部隊に依存している｣ (p.
33)｡ ｢ヨーロッパは軍事力で劣ることから, ホッブスのいう万人にたい
する万人の戦いの世界の冷酷な法則, 国の安全保障と成功を決定づける最
終的な要因が軍事力である世界の冷酷な法則を否定していき, いずれは根
絶することに深い関心をもっているのである｣ (pp. 51～52)｡ だがこの状
態は, ある意味で当然の帰結である｡ そもそも戦後冷戦の時から, (西)
ヨーロッパはソ連の攻撃を自国地域で防衛する限定的な軍事能力のみを培
ってきたのにたいし, アメリカは全世界でソ連の軍事力と対決してきたの
であるから, 冷戦後の状況にたいしてヨーロッパが直ちにアメリカと肩を
並べる軍事大国へ変貌することは不可能である｡ 冷戦は (西) ヨーロッパ
にとって, ある意味で多いなる ｢好機｣ であった｡ 第２次大戦後の痛手を
アメリカの援助 (マーシャル・プラン) によって癒し, アメリカの軍事力
(ＮＡＴＯ) によって守られながら, 経済的・社会的改革に全力を投入す
ることができたからである｡ 社会民主主義的な福祉政策による手厚い国民
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保護は, 戦争への嫌悪とあいまって決定的な軍事離れをヨーロッパ国民に
もたらした｡ もし地続きの東方にソ連・東欧のワルシャワ条約機構軍が対
峙していなければ, (西) ヨーロッパ諸国は, 日本と変わらぬ ｢反戦＝非
軍事国家｣ になっていたかもしれない｡ いずれにしろソ連崩壊後, アメリ
カの軍事力は圧倒的なものになり, (中国の挑戦が始まりつつあるとはい
え) 世界各地にアメリカ軍が展開して ｢一極支配｣ の状況をみせている｡
現在のアメリカ軍は, 統合部隊・特殊作戦・戦略・輸送の４機能別統合軍
司令部と, 北方 (北米大陸)・南方 (南米大陸)・欧州・中央 (中東地域)
・太平洋の５地域別統合軍司令部をもち, ＲＭＡと Transformationによ
り効率化と即応性をはかりながら, 常時全世界への軍事介入を用意してい
る｡ 冷戦終結後のいわゆる ｢平和の配当｣ も, アメリカにとってはわずか
なものにとどまっている｡ 現在に至るも, 国防予算は対ＧＤＰ比３％を下
回ってはいない (pp. 34～36 の要約)｡
軍事力の格差がこれほどまでに拡大したことにより, 欧米両者のあいだ
にはリスクや脅威あるいは安全への意識が異なった様相をみせるのは必然
の成り行きとなる｡ ケーガンはこの点について, 本書第２章 ｢強さの心理
と弱さの心理｣ のなかで次のようにいう｡ ｢軍事力が強い国は, 軍事力が
弱い国よりも, 国際紛争を解決する手段として軍事力が役立つと考える可
能性が高い｡ ……イギリスのある論者は, アメリカが軍事力を行使したが
ることを批判して, 『金槌を持っていると, すべての問題が釘の様に見え
てくる』 という古い諺をもちだしている｡ 確かにそうだ｡ だが, 強大な軍
事力を持たない国には逆の危険がある｡ 金槌を持っていないと, どんな問
題も釘のようだとは考えたくなくなりかねないのだ｣ (p. 39)｡ 冷戦中西
欧諸国は, ほとんどの場合ソ連や東欧にたいして宥和的ではあったが, ア
メリカとのあいだに対ソ戦略の基本的な対立をみせることはなかった｡ し
かし冷戦後の両者の対立は, 戦略の根本にかかわるところにまで至ってし
まった｡ ９．11同時テロのあとには, この対立が決定的になったのは周知
のことである｡ そして今ではヨーロッパは, 脅威に対抗する能力を欠くが
ゆえに, 脅威を許容することからさらに脅威の存在を否定する場合さえあ
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る｡ ひとは自らが何もできないことは考えないようになる｡ ｢ヨーロッパ
は, 『政治的な関与や巨額の資金によって解決できる可能性が高い問題に
……とくに関心をもつ』 とエバーツは論じている｡ 言い換えれば, ヨーロ
ッパは自分たちの強みを活かせる 『課題』 には注目するが, 自分たちの弱
さのために解決が難しい 『脅威』 には注目していない｣ (p. 46)｡ このよ
うな軍事力の軽視と経済や貿易などソフト・パワーの重視にヨーロッパが
傾くのは, 弱い軍事力と強い経済力にある｡ 一方 ｢アメリカは脅威の存在
をいち早く認め, 他国が認識していない脅威すら感じ取るのは, 脅威に対
して何らかの行動がとれると考えられるからである｣ (p. 46)｡ たとえば,
イラク戦争開始をめぐる欧米間の論争があったが, そこでは ｢ならず者国
家｣ イラクは, ヨーロッパにとってアメリカの受けるほどの脅威とは受け
取られなかった｡ ｢これは何よりも, ヨーロッパの安全をアメリカが保障
しているからである｡ この状態は60年前, ヨーロッパ列強がほぼ兵力を引
き揚げた後, 東アジアから中東までのはるかに遠い地域で, アメリカが秩
序を維持する役割を引き継いだときから始まっており, 現在も続いている｣
(pp. 46～47)｡ ケーガンの議論は, ここまでの要約でも充分その趣旨の本
筋を見ることができよう｡ 本稿冒頭で, ケーガンの著書には, ヨーロッパ
からほとんど反論らしい反論が見られないと述べたが, それはこれまでの
彼の議論の筋道をみれば, 当然のこととおもわれる｡ ケーガンは, 現代ヨ
ーロッパが実はアメリカの庇護のうえにいかに (危うい) 繁栄と平和を維
持しているか, 歴史的事実に即して, ただ坦々とアメリカの立場から述べ
たにすぎないからである｡
２．いわゆる ｢戦略文化｣ を担うアメリカの国家体制
このようなケーガンのヨーロッパ (｢古いヨーロッパ｣！) にたいする
｢弱さ｣ への攻撃は, また非欧州世界のアメリカの同盟国, とくに日本に
たいしてもそのままあてはまるのは誰もが気づくことである｡ このような
過剰なまでの攻撃的言辞のもつ背後にあるのは, やや大仰にいえば ｢強い
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アメリカ｣ の負わなければならない世界史的宿命の吐露とみることができ
よう｡ そもそもアメリカは, 建国時から ｢強国｣ であったわけではない｡
それどころか, アメリカは19世紀半ばまではヨーロッパ列強に対抗するべ
くもない ｢弱国｣ であった｡ アメリカの軍事力は, 南北戦争まで対外戦争
ができるようなものではなかった｡ 英米戦争 (1812～14) での危機的状況
は, この時代のアメリカの軍事力のレヴェルがいかに低かったかを示して
いた｡ この後アメリカがどのような努力を傾注して, 軍事力強化を進め,
今日のアメリカに至ったか, アメリカの軍事文化や軍事制度 (ケーガンの
いう ｢戦略文化｣) はいかなる社会的背景をもとに育まれて来たかを, 長
谷川慶太郎 『軍事がわかれば世界が見える』 (PHP 2003年, pp. 28～88),
および藤田嗣雄 『欧米の軍制に関する研究』 (信山社, 1991, pp.
227～302) を参照しつつ考察する｡
英米戦争中, ようやくアメリカは陸軍士官学校を創設し, それまでの
｢民兵｣ 中心の軍隊から, 職業軍人を中心とした指揮命令系統を整備した
｢連邦軍｣ をもつことになった｡ この士官学校では, 主として砲兵 (観測
・測量, 冶金・兵器製造, 火薬その他化学工業などの技術教育) と工兵
(道路・運河・港湾・橋梁・建築などの技術教育) の養成を中心としたカ
リキュラムが採用された｡ (フランスのエコール・ポリテクニークをモデ
ルにしたもの)｡ 当時から今日まで, アメリカ軍人にたいする教育の重点
は, 幅広い視野をもつ専門的な科学・技術者養成におかれ, 単なる戦闘教
育重視の軍人養成ではなかった｡ ここで養成された士官たちは学界や実業
界への人材供給源ともなっていたのである｡ こうしたアメリカの軍人養成
システムは, あくまで近代工業国家アメリカの建設に向かう人材養成の一
環としてとらえられていた｡ 現在までアメリカ軍の将校は, 陸軍士官学校
や海軍兵学校などの出身者は限られ, 大半が後述のようにＲＯＴＣなどに
よってリクルートされた一般の学校出身者によって担われたため, ドイツ
や日本のような専門職業軍人による軍部独占支配は制約されていた｡ 1861
年に始まる南北戦争は, 戦争の思いもかけない大規模化によりアメリカ人
の戦争観を一変させる出来事となった｡ 開戦当時１万３千人にすぎなかっ
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た連邦軍 (北軍) は, 終戦時には100万人に達し南部同盟軍もまた90万人
を数えた｡ 両軍の戦死者は合計28万人にのぼり, 第２次大戦中の米軍戦死
者の総数を上回った｡ 南北両国政府は, 戦争遂行のために持てる人的・物
的資源を根こそぎ動員して戦った｡ 北軍は南軍の戦力削減のため, 港湾封
鎖・鉄道破壊など戦略的な軍事行動を行い, また両軍は対ヨーロッパに向
けて熾烈な外交戦も展開した｡ このようにアメリカは, ｢国家総力戦｣ を
世界で最も早く体験した近代国家となったのである｡ それでもアメリカは,
南北戦争後大規模な常備軍を持たず, その後も志願兵中心の小規模な連邦
軍しか保有せず軍隊の中心は州兵が担っていた｡ 州兵とは, 世界各国には
ほとんど見られないアメリカ独特の軍事制度である｡ アメリカ植民以来,
先住民との戦いや, 独立戦争, 西部開拓時から今日までつねに自力武装し
ているアメリカ人は, 移住の初めから植民者として各地に居留地＝コロニ
ーをつくり, やがてそれらは stateすなわち ｢州｣ となった｡ 州は基本的
には ｢武力で征服された領域｣ から生まれた ｢武装国家｣ であり, この性
格は現在も変わらない｡ したがって, 州はその成立の最初から軍隊をもっ
ていた｡ これを national guardすなわち州兵というが, これは連邦軍とは
異なり, 各州知事が指揮権をもっている｡ 州兵は, 一般市民から募集され,
ときにはさまざまな特典 (たとえば奨学資金供与など) を受けたりしなが
ら, 平常は民間の職業人や家庭人として生活しているが, 自然災害におけ
る救援活動や暴動がおきたときの鎮圧活動などに知事の命令で出動する｡
かれらは普通の家庭生活を営み, 仕事の傍ら週末などの休日に軍事訓練を
受ける｡ 州内各自治体には, そのために必要な武器・弾薬その他各種装備
を保管する arsenalつまり ｢兵器庫｣ が用意されている｡ 州兵は日常職業
軍人のように兵営に詰めていることはないが, 大統領命令があると職場や
家庭から召集され, 州外あるいは国外で活動する｡ 世界大戦やその他の対
外戦争で, 州兵はつねに重要な戦力として動員される｡ 現在イラク各地で
直接住民と向かい合って, 自爆攻撃の危険にさらされながら, 治安・警備
任務にあたっているアメリカ兵の大半はこの州兵たちである｡ アメリカ軍
の総兵力のうち, 高度に武装され訓練された連邦軍は経費節減のためもあ
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り兵員数は削減されつつあるので, とくに陸軍の通常兵員業務はこのよう
に州兵へますます依存が進んでいる｡ こうした各州の行政組織に組み込ま
れた武装市民軍という存在が, アメリカ国民の ｢軍事文化｣ あるいはケー
ガンのいう ｢戦略文化｣ を語る場合の不可欠の要素である｡
このようなアメリカ独特の軍事的環境にあって, 国家の軍事能力を支え
る重要な改革が行われはじめたのは, 南北戦争開始時の1861年, (北部)
連邦議会で ｢モレル法｣ が制定されてからである｡ 同法では北部各州に工
学と農学を教育する州立大学開設を求め, さらにこれら州立大学に学ぶす
べての学生に軍事訓練を行うことを定めた｡ これが第１次大戦後成立した
｢国防法｣ による, 予備役将校訓練部隊 (ＲＯＴＣ) の創設母体となるも
のである｡ 南北戦争の体験を有するアメリカではあったが, 本格的な海外
遠征軍派遣のノウハウも, またヨーロッパの戦場における数百個師団にも
及ぶ大規模な作戦・指揮能力をもたなかったために, 第１次世界大戦では
240万人のアメリカ軍にたいし, フランス軍から６千人の将校と２万人の
下士官が派遣され訓練や作戦・戦闘指揮の援助を受けなければならなかっ
た｡ (ただし短期間に200万人を上回る軍隊を動員し, これに武器・弾薬・
食料・衣類などを整え, さらに海を越えてこれらを輸送する海運力を発揮
したことは, アメリカの国家的運営能力・組織力を初めて世界に示したも
のには相違なかった｡) アメリカ政府と軍は, この第１次大戦の戦訓から,
上記のようにＲＯＴＣを充実させ, 平時における軍の中核となる将校の大
量養成を行い, かつ作戦・指揮・動員・補給その他軍中枢を担う高級将校
の能力向上や, 各州州兵の大量訓練で国家の隅々まで兵力の養成に努め,
第２次大戦の遂行過程でようやく世界最高の軍事能力を獲得するのである｡
第１次大戦時には, フランス軍の援助を受けなければならなかったアメリ
カ軍だが, 第２次大戦では米・英・ソ・独・日５カ国のうちでも最高のパ
フォーマンスをみせていた｡ とくに顕著だったのは, 陸海空総計１千万人
を越える動員兵力の配備・運営と, 膨大な後方補給業務を効率的にこなし
た高級指揮官たちのトップマネージメント能力の高さである｡ 統合軍事調
整を担当したリーヒ提督, 陸軍を統括したマーシャル参謀総長, 海軍全般
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を統括したキング作戦部長などが, ルーズヴェルトを補佐し, 複雑で高度
な政戦略を推進した｡ このような軍人たちが, ワシントン中央にいたから
こそ, アイゼンハワーも利害対立の錯綜する連合軍を統率できたのであり,
太平洋ではマッカーサーとニミッツの両方面軍を巧みに競合させ, 日本を
圧倒することができたのである｡ 第２次大戦中と戦後にかけて, アメリカ
は, 軍事力の増大とともに, 軍そのものの運用や構成を, 各国のそれにも
ましてよりいっそう洗練させていった｡ まずそれは, なによりもシヴィリ
アン・コントロールのありかたに顕著に現れている｡ たとえば, 最高司令
官である文民の大統領には, 国家安全保障担当補佐官ほか多数の軍事専門
家スタッフがつき, 同じく文民の国防長官・陸海空３長官にも専門スタッ
フと文民事務官が補佐している｡ 軍の統帥や指揮・命令にあたっての, 大
統領や国防長官の判断は, 基本的には統合参謀本部議長ほか軍人スタッフ
の助言によるが, 同時に自らのスタッフの意見をも参照することで, より
幅広い視点からの判断が可能となるような体制を整備している｡ さらに軍
は, 議会からも強力なコントロールを受けている｡ 上下両院議会には軍事
委員会がおかれ, その下にはそれぞれ専門化された小委員会があって, 陸
・海・空・海兵など全軍の業務状況や武器の性能にいたるまで, それらが
予算に見合った成果をあげているかを点検・監視している｡ これら軍事委
員会に所属する議員たちは, 元軍人を含む高度な専門知識をもつ人々であ
り, 行政府 (大統領や軍部) にたいするチェック機能を果たしている｡ ま
た陸軍士官学校や海軍兵学校への入学希望者は, 大統領や各州選出議員の
推薦状が必要とされ, このようにして職業軍人の国民への忠誠を担保して
いる｡ また政府は, 職業軍人の位階を二種に分け, 第１の位階例えば士官
の最下級である少尉を 01 とし, 最上級の大将を 010 として､その将校本
来の恒久的なランク (これはその軍人の退役時の年金や退職金の算定基準
となるもの) を定める一方, 第２の位階として戦時などにはとくに柔軟に
恒久的なランクとは別に, その軍人が配属された部隊や部署のランクに応
じた位階を与えている｡ (例えば後述のニミッツは, 日本の真珠湾攻撃時
には恒久的なランクは少将であったが, 太平洋艦隊司令長官の地位につく
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や, その地位に付いている大将の位階を認められている｡ ただし, もしニ
ミッツが短期間で司令長官の地位を離れれば, 彼は恒久的なランクである
少将に戻ることになる｡ 恒久的なランクは, 長い軍隊生活の中で功績を挙
げながらゆっくりとしか上昇しない｡) かくしてアメリカでは, 幾重にも
軍にたいする統制手段がはりめぐらされ, 軍部の ｢独走｣ を制約している｡
しかしこのような厳しい統制を軍に課す一方で, 軍人にたいする尊厳の保
持, 政治家や国民の軍人への敬意表明の手段や機会は他国に比して充実し
ている｡ さらに注目すべきは, その人事任用制度の柔軟さであろう｡ たと
えば陸士や海兵の軍専門学校卒業者は, アメリカ軍の全将校のうちわずか
５％を占めるにすぎず, 軍内部の昇進においても出身学校は全く考慮され
ないという平等性がある｡ 近年の例として, ＲＯＴＣ出身のコリン・パウ
エルが軍人の最高位である統合参謀本部議長となったことは周知であるが,
さらに彼の後任であるシャリカシュヴィリ将軍にいたっては, 貧しいポー
ランド移民の子として一兵卒から昇任した人物である｡ およそ実業界や学
界からは, 必要に応じて人材をリクルートし, 将校に任用したり民間人の
まま高い地位の将校待遇で, 軍の任務を遂行させることは日常茶飯事のこ
とである｡ とくに戦時においては, 任官年次にこだわることなく有能な人
物を抜擢することは, アメリカが最も大胆である｡ 第２次大戦開始時, 一
介の佐官であったアイゼンハワーがわずかの期間に欧州連合軍最高司令官
となり, 真珠湾奇襲の責任を問われて解任された太平洋艦隊司令長官キン
メルの後任は, 当時海軍内序列20番目のニミッツが抜擢任命されている｡
もっとも, この逆もまた厳しく, 大統領と対立して解任されたマッカーサ
ーの例はもちろん, 失敗したり無能と判断された指揮官は容赦なく解任さ
れる｡ アメリカは, 政界・実業界・学界などでも有能な人材の登用ルート
が幅広く働いているが, 軍人の人材登用もまたそれに劣らず機能しており,
それら人材を手厚く教育する各級学校も充実している｡ このことが今もな
おアメリカ軍の高い戦力を保持する根幹となっていることはいうまでもな
い｡ またアメリカ軍においては, 軍人とりわけ下士官や兵士への待遇にお
いて, 巧みな配慮がなされている｡ 中隊・大隊・連隊・師団・軍の各級部
(桃山法学 第７号 ’06)266
隊では, それぞれ一兵卒からたたきあげたベテランの下士官の最先任者を,
それぞれ軍・師団・連隊・大隊などの最先任曹長とし, 各部隊の司令官と
同等の待遇与えることにより, 下士官兵への模範となし, かつ司令官や隊
長の命令の実効性を支える役割を担わせている｡ アメリカ軍の基地で, 司
令官の宿舎の隣にこの最先任曹長の宿舎が用意されている光景は, とくに
外国からの見学者を驚かせる｡ このようにアメリカには, ｢軍事文化｣ あ
るいはケーガンのいう ｢戦略文化｣ が社会に広く深く根付いており, この
うえに強大な軍事力が形成されているのである｡ もし ｢軍国主義国家｣ と
いう言葉の定義を,“国家の総力を挙げて戦争目的に集中する国家”とす
るならば, 第２次大戦中とその後のアメリカこそ最もそれに相応しいもの
であるといえよう｡
このように強大なアメリカの軍事能力も, 一朝一夕で形成されたもので
はないが, ケーガンのいう ｢ホッブス的世界｣ のなかでの軍事的行動は,
第１次大戦後から顕著になったものではもちろんない｡ 周知のように19世
紀早くから中南米への軍事行動は繰り返し行われ, ついには米西戦争
(1898年) に至る｡ そして南北戦争後のアメリカの勢力圏拡大は, フロン
ティア終焉 (1890年頃) 後にはアジアにその対象を求め始める｡ (1898年
ハワイ併合・フィリピン領有, 99年中国にたいする門戸開放宣言｡) 日露
戦争の調停と, その後の対日強硬政策はその最初の具現例であり, 第１次
世界大戦に至って, アメリカは自国の経済的発展が, いかにヨーロッパの
みならず世界全体の動向と深く結びついているかを深刻に受け止めざるを
えないかを痛感する｡ ヨーロッパのみならず世界へのアメリカのヘゲモニ
ーの確立なくして, アメリカ資本主義の発展はありえないことが明らかに
なったのである｡ すなわち, 他国がまったく預かり知らぬこととはいえ,
世界のいかなる地域の紛争・対立・戦争も, 反米国家や勢力の活動も, す
べてアメリカにとっては自国の ｢危機｣ であることを認識したのである｡
アメリカは生まれながらにして, ｢グローバル・パワー｣ としての性格を
内包していた｡ 第２次大戦以後一貫して軍事大国への道を進むアメリカの
姿は, 事実建国以来の国家体制の本質的具現化に外ならなかった｡
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アメリカの ｢建国｣ は, 1620年メイフラワー号の人々 (ピルグリム・フ
ァーザーズ) の植民に始まるといわれるが, もちろんこれは歴史上の ｢神
話｣ にすぎない｡ コロンブス以来, 新大陸には多数の植民者たちが渡来し
てきていたし, まして17世紀前半にはすでに確固としたコロニーが至ると
ころにできていた｡ しかし, 彼らが (彼らのみが) 建国の祖とされている
のは, 彼らのいわゆる ｢メイフラワー盟約｣ が, 合衆国憲法のある意味で
の ｢母体｣ となったことによる｡ その後入植したピューリタンたちのコロ
ニーが, それぞれつくりあげた ｢盟約｣ は, ｢メイフラワー盟約｣ を母体
にして次第に収斂され, Countyから Stateの ｢盟約｣ すなわち ｢憲法｣ へ
と発展し, ついには United Statesの憲法へと結実した｡ アメリカ合衆国
憲法は, この草創期に生まれた (独立教会の理念に基づく) ピューリタン
的信仰の社会的結合原理と, その後の反王権闘争の過程でその思想的基盤
をなした啓蒙思想との結合による西欧近代社会の原則を全面的にかつ徹底
的に表明したものであって, アメリカの国家体制そのものを表現している｡
アメリカは, 歴史的・民族的要素たるいかなる ｢夾雑物｣ もその政治的行
動原理に加えることができない｡ アメリカは, 西欧近代社会の成立期その
ままの国家・社会の性格を寸分も変えることができない｡ 17世紀から18世
紀の思想的原理のみが, アメリカをアメリカたらしめる唯一の紐帯である｡
いわばアメリカは, ｢永遠の《初期》西欧近代社会｣ であり, まるで大人
になれないピーターパンのように,“成熟せざる近代”のまま21世紀を生
きる国家・社会である｡ 世界のすべての国や地域は, 歴史的変遷のなかで
社会的変動を進め変化するが, ひとりアメリカは“変化することができな
い”｡ 変化すれば, アメリカはアメリカではなくなるからである｡ このこ
とが, ケーガンのいうアメリカのみが, ひとりホッブス的リヴァイアサン
の世界を生きなければならない理由なのであり, 嵐の海を永遠にさまよい
安住の港につくことのできないあのオランダ人の船のような宿命を帯びて
いる理由でもある｡ アメリカは, 近代社会成立の前提となった絶対主義国
家がもった暴力装置としての国家機構に対抗する, 市民の武装闘争によっ
て独立を達成した｡ 合衆国憲法修正第２条による人民の武装の権利は, 決
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して一般的原則ではなく合衆国存立の基礎である｡ 人民の武装を今も正当
化している国家は, 少なくとも他の先進国にはありえない｡ その国際社会
理解において, 国民的エートスに相違が現れるのは当然である｡ アメリカ
においては, 行政もビジネスもさらにはスポーツ (ベースボールやアメリ
カンフットボールをみよ) さえも ｢軍事的｣ に運営され, 一方で戦争はビ
ジネスのように運営される｡
３．アメリカ合衆国につきまとう ｢宿命｣
アメリカでは, 政治家やそれを取り巻くパワー・エリートたちも一般国
民も, それ以外の国々における人々の世界認識とは異なるものがある｡
まずアメリカ政府の外交政策をみると, 民主・共和両党を問わず, つね
に全世界レヴェルの情勢認識のうえにたって組み立てられていることに特
徴がある｡ 19世紀末のフロンティア終焉と中南米の植民地確保以来, アメ
リカの政治・経済・軍事システムはグローバルに機能することを目的に構
成されて来た｡ それは, 中南米を支配しかつ２つの太洋に挟まれたアメリ
カが, 20世紀に入るとアジアとヨーロッパの両世界に同時にかかわってき
たことにより, その外交政策にはアメリカ固有の特殊性や歴史性を脱却し
た普遍性・抽象性を持つがゆえである｡ かれらは, つねに全世界の動向が
アメリカの運命を左右するものとして, 政策を立案する｡ アメリカ外交を
両極でリードする基本理念として名高い ｢理想主義｣ や ｢現実主義｣ も,
ともにその根本は同一である｡ しかしアメリカ政府はこれ程までにグロー
バルな政策意識をもちながらも, 一方ではその政策立案にさいしては決し
ていわゆる ｢国際世論｣ に目を向けることはない｡ アメリカが世界そのも
のなのである｡ つまりアメリカはいうまでもなく全世界からの移民で成り
立つ国であるがゆえに, アメリカ国内の世論動向さえ図れば事足りるとし
ていることから来ているのである｡ このことは, アメリカ政府にとっての
｢世界の動向｣ が, アメリカ国内の世論の動向にのみ依拠すればよいこと
を意味している｡ この点に関してケーガンは, 別の角度からも次のように
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いう｡ ｢地政学の論理から, アメリカはヨーロッパと比較して, 国の行動
を規制する一般的な原則として多国間主義を支持する強い理由をもちえな
い｡ 単独行動の善し悪しは別にして, アメリカは現在の一極構造の世界で
は, 客観的にみてどの国よりも単独行動を禁止することで失うものが多い｣
(p. 54)｡ このようなアメリカの地政学的・外交政策的立場は, また国内
の経済システムが世界経済とリンクして機能する体制をとくに第２次世界
大戦以降強化して来たこととも連動している｡ ドル体制・I. M. F.・世界
銀行はすべてアメリカの国益と結びついており, アメリカの金融システム
がこれらを離れて機能することはできない｡ さらにドル本位制は, 石油産
業の戦略的位置づけと分かちがたく結びついている｡ 世界をリードするア
メリカの航空・宇宙産業に代表されるハイテク兵器産業やＩＴ産業もまた,
これら世界的に組み立てられたシステムと結びついて利益を上げているこ
とは論をまたない｡ このようなアメリカの経済的立場はまた, 20世紀の初
頭以来の経済発展とともに徐々に進んで来たものであり, 第１次大戦の参
戦と, 1919年から20年のパリ講和会議と国際連盟結成へのリード, 21年か
ら22年のワシントン会議の開催, 24年のドーズ案, 27年のジュネーヴ軍縮
会議, 28年のパリ不戦条約 (ケロッグ＝ブリアン条約), 29年のヤング案
等々はすべて第２次大戦後のアメリカ主導のシステムの先駆けである｡ こ
のようなグローバルに展開されるアメリカの政治・経済システムは, アメ
リカ本来の属性である｡ アメリカ経済は, 商工業から農業まで新大陸への
徹底的な拡大侵食を行った後, 両太洋を越えて世界の隅々まで, 近代西欧
の初期資本主義の最も荒々しい性格を純粋に保ったまま同じ発展の論理で
展開されるのである｡ ヨーロッパから来たピューリタンを中心とする移民
たちは, 一切の歴史的制約を排除した近代西欧の政治・経済的原理を新大
陸に ｢理想的｣ に植え付けた｡ この結果, 新大陸のスタンダードはそのま
ま他のすべての世界にたいするスタンダードとなった｡ ただ資本主義が自
生的に進展した歴史的背景をもつ西ヨーロッパと (そしてわずかに日本)
のみが, これに対抗する地域となったにすぎない｡ だからこそ, アメリカ
における政治・経済政策は, まずなによりも ｢抽象的｣ 世界認識から導き
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出されるが, その外交的意識の内面にはあくまで未知のフロンティアが存
在している｡ アメリカにとってフロンティアは, ｢征服｣ しかつ ｢支配｣
されるべきものであり, またそれによってのみアメリカの発展は継続でき
るのである｡ この場合の ｢征服｣ と ｢支配｣ のための外交は, 黒船外交・
ガンボート外交として, つねに ｢片手に棍棒を持って｣ (セオドア・ルー
ズヴェルト) 行われてきた｡ しかし一方, アメリカはこの ｢外交｣ の対象
をほとんど常に ｢弱者｣ たる ｢第３世界｣ で展開した｡ アメリカは, 近代
的戦力を備えた ｢強者｣ たる国家, (いうまでもなく英米戦争でイギリス
に甚大な損害を被った歴史, また独立戦争で友好国となったフランスがそ
の最大の強国であり, またこの両国を中心とした西欧は, アメリカの母体
・文化的先進地帯である) には慎重に対応する ｢臆病｣ な国家であった｡
このことがアメリカを, かの ｢モンロー主義｣ をとりながら, その間に強
大な軍事大国へと成長させた理由でもある｡ 工業と軍事を結び付け, 企業
と国家を軍隊のように運営し, すべてを軍事的システムに従属させた国家
の構成を目指したのはそのためである｡ このビヘイビアは, また著しく古
代ローマのそれに類似している｡ 古代ローマは, 東に文化的先進地帯であ
るギリシァをのぞみ, 南北に ｢蕃族｣ がひしめいていた｡ 古代ローマは,
イタリア半島内部の近隣諸族と長い抗争の末これを征服し, 慎重に地域を
拡大した｡ まさに第一次フロンティアである｡ この後の古代ローマの拡大
は, まさに ｢帝国｣ としてのそれであり, ついには世界帝国への道をたど
った｡ たしかにアメリカ建国の父たちは, その建国時, 国家の基本理念と
して古代ローマの共和制に範をとった｡〔建国以来現在に至るも, アメリ
カを統治するパワー・エリートたちは, 多忙な政治やビジネスの仕事のな
かでも寸暇を見つけて, ギリシャ＝ローマの古典を読んでいるという｡]
しかしそこには大いなる ｢不安｣ があった｡ カルヴァン主義精神 (ピュー
リタニズム) を源とする建国の父たちには, ｢神の意志｣ による人間世界
の不可避の試練という思いを振り捨てることはできなかった｡ 現代アメリ
カの歴史家アーサー・Ｍ・シュレジンジャー Jr.は､このことを 『アメリカ
史のサイクル』 Ⅰ (猿谷要監訳, パーソナルメディア社, 1988, pp.
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5～21) で次のように指摘する｡ ｢『神意の歴史』 では, 俗世の社会はすべ
て有限で問題を含んでいる, と考えられた｡ すべての社会は, 栄え, 衰微
し, すべてに始まりと終わりがある, とみなされた｡ キリスト教徒にとっ
てこの考えの典拠は, ローマの衰退と崩壊の問題を解明しようとしたアウ
グスティヌスの大いなる努力にあった｡ その問題は, 『神の都』 の出現以
来13世紀もの間, 西洋の真面目な歴史家たちの心を何よりも強くとらえた
問題であった｡ このように, 古代ギリシャ＝ローマ時代の惨事という考え
に取りつかれていたことが, アメリカ植民地における神聖なものと不浄な
ものとの間 キリスト教の神父の教えを読む17世紀のアメリカ人と, ポ
リュビオス, プルターク, キケロ, サルスティウス, タキトゥスを読む18
世紀のアメリカ人との間 の絆を提供したのである｡ ……建国の父祖た
ちは古代ギリシャ＝ローマの運命を逃れる道を探すため, その時代の歴史
家をかたっぱしから調べた｡ ……古代の知識の修得は, 人生は途方もない
危険に満ちており, 今はアメリカにとって試練の時である, というカルヴ
ァン主義の判断を補うものであった｡ 古代の歴史は進歩の必然性を教えな
かったからである｡ その代わりに, 共和政体の滅びやすさ, 栄光のはかな
さ, 人間関係のうつろいやすさ, を教えた｡ ……建国の父祖たちは自らを
神の御意に清められた聖者の一団だとみなしていたわけでもない｡ 彼らは,
歴史や神学を無視して途方もなく大きな賭けに没頭している, 勇敢な, 容
易に動かない現実主義者だったのである｡ ……建国の父祖たちはアメリカ
共和国を神聖な奉献と見るのではなく, ある歴史の仮説に対する実験とみ
ていた｡ それでも実験を信じること自体, 時がくれば必ず崩壊するという
共和制の古典的な定説を拒絶していることであった｡ 『憲法を作った人び
とは憲法の手段によって, 古代と争うつもりだった』 とヘンリー・アダム
ズは書いた｡ ……実験が, ギリシャ＝ローマ時代の共和国の宿命から逃れ
る道だったのである｣｡ このようなシュレジンジャーの指摘は, ケーガン
の書を読む (とくに非アメリカ世界の) われわれに, アメリカに内在する
宿命的な国家的性格を深く示唆するものではなかろうか｡ それはすなわち,
カルヴァン主義的神学と近代啓蒙思想の抽象的原理のみによって国家形成
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をなしとげ, それを維持発展させ続けなければ国家が崩壊するアメリカの
｢あやうさ｣ や ｢もろさ｣, あるいは本質的な ｢弱さ｣ である｡ そして, そ
れから逃れるためには, アメリカは ｢国民総武装｣ 国家という, 国家本来
の成り立ちを変えることなく, 強大な武力とカルヴァン主義神学および啓
蒙主義思想を掲げながら, それによって ｢世界支配｣ に向かうことを止め
ることはできない｡ いいかえれば絶えざる世界のアメリカ化＝｢自由と民
主主義｣ の拡大を指向しなければならないのである｡ 何故ならば, このこ
とのみがアメリカの未来への生存の保障だからである｡
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